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“画像入出力機器”原案 

Carbon Footprint of Products- Product Category Rule of 

“Imaging input and/or output equipment” 

2012.9.24意見公募版 

 本文書は、社団法人産業環境管理協会が運営管理する「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム」（CFP

プログラム）において、「画像入出力機器」を対象とした CFPの算定・宣言のルールについて定める。 

 CFP の算定・宣言を行おうとする事業者等は、本文書および「カーボンフットプリント算定・宣言に関する要求事項」

に基づいて、CFPの算定・宣言を行う。 

 

No. 項目 内容 

1 適用範囲 このCFP-PCRは、CFPプログラムにおいて「画像入出力機器」を対象とするCFP

算定および CFP宣言に関する規則、要求事項および指示事項である。 

なお、対象製品の関係法令に抵触する内容については、法令順守を優先す

る。 

 

2 対象とする製品種別の定義 

2-1 製品種別 この CFP-PCRの対象とする“画像入出力機器”とは、下記の製品をいう。 

・ 複写機 

用紙原本から用紙複写物を生成することが唯一の機能である製品。デジタ

ル複写機、カラー複写機を含む。 

 

・ プリンタ（カラー含む） 

電子入力から用紙出力を生成することが主な機能の製品。プリンタは、単一

使用者またはネットワークに接続されたコンピュータ、あるいは他の入力装

置から情報を受信する能力を有する。適用技術はインクジェット方式（IJ）お

よび電子写真方式（EP）などがある。 

 

・ 複合機 

複写機に FAX機能およびプリンター機能を付加したものを基本的に複合機

と呼び、更に、プリンターに複写機機能をもたせたものも複合機の範囲に含

める（ただし、拡張機能付複写機も複合機の範疇に含む。更に、複写機機

能をもつとは、市場にてオプションなどの付加によってその機能をもつものも

含める）。 

 

・ ファクシミリ 

（1）離れた機器に電子伝送するために用紙原本を読取り、そして（2）用紙出

力に変換するために電子伝送を受信することが主な機能の製品。またファク

シミリは、用紙の複製物を生成可能な場合もある。電子伝送は、主に一般の

電話システムを介して行われるが、コンピュータネットワークまたはインターネ

ットを経由する可能性もある。 

 

・ スキャナ 

用紙原本を、主にパーソナルコンピュータ環境において保存、編集、変換、

または転送できる電子画像に変換することが主な機能の製品。 

 

このCFP-PCRでは、生産段階、使用・維持管理段階、廃棄・リサイクル段階の算

定方法、および表示方法を製品ごとに設定している。“画像入出力機器”に含ま

れる他の製品に係る規定を追加するようCFP-PCRを改訂することで、対象となる

製品を拡大できる。 
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2-2 機能 ・ 複写機／プリンタ／複合機：画像の複写／印刷 

・ ファクシミリ：画像の読取り、電子伝送および受信 

・ スキャナ：画像の読取り 

・  

2-3 算定単位 

（機能単位） 

製品一台あたり 

 

2-4 対象とする構成要素 次の要素を含むものとする。 

・本体、包装材および付属品 

包装材は、集合包装、製品包装を含む。 

付属品は、提供先の手元にわたるものとし、常時、添付または同梱されるもの

とする。 

 

使用・維持管理段階で消費される紙の負荷は含めなくても良い。 

 

3 引用規格および引用

CFP-PCR 

次のエコリーフ PCRを引用する。 

 AD-04 EPおよび IJプリンタ（カラー含む） 

 AH-03 ファクシミリ 

 BN-01 ラージフォーマットプリンタ 

 CA-01 フラットベット/シートフェッドスキャナ 

 

4 用語および定義 ① 感光体 

光導電性をもち、画像（光情報像）を静電潜像として記録するもの。形状とし

てドラム、シートまたはベルトがあり、感光ドラム、感光ベルトなどという。 

 

② トナー 

静電式の現像に用いる微細な着色粒子。 

 

③ キャリア 

静電式（乾式）現像に用いるトナーの保持剤。トナーと混合する微細な鉄

粉、マグネタイトなどの磁性粒子。 

 

④ CIS（コンタクトイメージセンサ） 

イメージスキャナなどに使われているイメージセンサの 1 つで、密着型撮像

素子。 

 

⑤ ラージフォーマットプリンタ 

オフィスなどで使用されるコンピュータの出力機器で、インクジェット方式（IJ

方式）の A3 を超える大判プリンタ。溶剤系インクを使用する大判プリンタは

対象外。 

 

⑥ フラットベットスキャナ 

原稿をガラス台に固定し、下から光を当てて読取装置を動かして画像を読

み取るスキャナ。 

 

⑦ シートフェッドスキャナ 

原稿台を移動させる機構を持ったスキャナ。 

 

⑧ TEC（Typical Energy Consumption） 

国際エネルギースタープログラムで定められた測定法による標準消費電力
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量。 

 

⑨ 国際エネルギースタープログラム 

世界 7 カ国・地域で実施されているオフィス機器の国際的省エネルギー制

度。 

 

⑩ 2in1印刷 

複数ページを用紙 1 面に印刷できるページ集約機能のうち、2 ページを用

紙 1面に印刷する機能。 

 

⑪ リユース 

いったん使用された製品を回収し、必要に応じて適切な処置を施しつつ、

製品として再使用を図ること。または、再使用可能な部品の利用を図ること。 

 

⑫ リサイクル 

いったん使用された製品や製品の製造に伴い発生した副産物を回収し、原

材料としての利用、または焼却熱のエネルギーとしての利用を図ること。 

 

5 製品システム（データの収集範囲） 

5-1 製品システム（データの

収集範囲） 

次のライフサイクル段階を対象とする。 

・原材料調達段階 

・生産段階 

・流通段階 

・使用・維持管理段階 

・廃棄・リサイクル段階 

 

ただし、原材料調達段階と生産段階でデータを個別に収集することが困難なプ

ロセスは、いずれかの段階にまとめて計上してもよい。 

 

5-2 カットオフ基準およびカ

ットオフ対象 

【カットオフ対象とする段階、プロセスおよびフロー】 

・製品を生産する設備などの資本財の使用時以外の負荷 

・生産工場などの建設に係る負荷 

・複数年使用する資材の負荷 

・投入物を外部から調達する際に使用される包装材や輸送資材の負荷 

・副資材のうち、マスク、軍手等の汎用的なものの負荷 

・事務部門や研究部門などの間接部門に係る負荷 

・妥当なシナリオのモデル化ができない場合の使用・維持管理段階に係る負荷 

・土地利用変化に係る負荷 

 

【カットオフ基準の特例】 

「3. 引用規格および引用CFP-PCR」に記載されたエコリーフPCRで定められて

いる、カットオフに関する基準を準用してもよい。 

 

5-3 ライフサイクルフロー図 附属書 A（規定）に一般的なライフサイクルフロー図を示す。CFP の算定時に

は、このライフサイクルフロー図から外れない範囲で算定製品ごとに詳細化した

ライフサイクルフロー図を作成しなければならない。 

 

6 全段階に共通して適用する CFP算定方法 

6-1 一次データの収集範囲 一次データの収集範囲は(7-2)、(8-2)、(9-2)、(10-2)および(11-2)に記載する。 

なお、一次データの収集範囲外のデータ収集項目についても、必要に応じて一



  

 
－4－ 

次データを収集してよい。 

 

6-2 一次データの品質 特に規定しない。 

 

6-3 一次データの収集方法 特に規定しない。 

 

6-4 二次データの品質 特に規定しない。 

 

6-5 二次データの収集方法 特に規定しない。 

 

6-6 配分 【配分基準に関する規定】 

特に規定しない。 

 

【配分の回避に関する規定】 

特に規定しない。 

 

【配分の対象に関する規定】 

特に規定しない。 

 

6-7 シナリオ 【輸送に関するデータ収集】 

輸送量（または燃料使用量）に関して一次データの収集が困難な場合、および

各段階でシナリオを設定していない場合は、附属書 B（規定）のシナリオを使用

しなければならない。 

 

【廃棄物等の取扱い】 

処理方法について一次データの収集が困難な場合、および各段階でシナリオ

を設定していない場合、紙類やプラスチックのように焼却できるものはすべて焼

却処理とし、金属のように焼却できないものはすべて埋立処理として算定する。 

 

6-8 その他 特に規定しない。 

 

7 原材料調達段階に適用する項目 

7-1 データ収集範囲に含ま

れるプロセス 

① 「部品」の製造に係るプロセス 

② 「包装材」、「付属品」の製造に係るプロセス  

 

7-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

① 「部品」の製造および輸送に係るプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「部品」 

製品生産サイトへの投入量 
一次 

「各部品および素

材」 

製造原単位 

 

②「包装材」、「付属品」の製造および輸送に係るプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「包装材」 

「付属品」 

製品生産サイトへの投入量 

一次 

「包装材」 

「付属品」 

製造原単位 
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社外から調達する場合が大半であるため、「部品」および「包装材」、「付属品」

の製造プロセスについては一次データの収集対象外とし、投入量は製品を構成

する質量で代用してよい。 

 

7-3 一次データの収集方法

および収集条件 

特に規定しない。 

 

7-4 シナリオ 特に規定しない。 

 

7-5 その他 【カットオフ対象】 

「部品」、「包装材」および「付属品」の輸送はライフサイクル全体の CO2 排出量

に対する寄与が小さいため、データ収集対象外とする。 

 

8 生産段階に適用する項目 

8-1 データ収集範囲に含ま

れるプロセス 

① 下記に示す部品の加工プロセス 

(a) 複写機、プリンタおよび複合機（EP方式） 

感光体、トナー、キャリア（一体型カートリッジの場合は一体型カートリッ

ジ） 

(b) プリンタおよび複合機（IJ方式、ラージフォーマットプリンタ含む） 

プリントヘッド、インク 

(c) ファクシミリ 

感熱方式 

感熱ヘッド、感熱紙 

熱転写方式 

感熱ヘッド、インクリボン 

EP方式 

 (a)の内容に準じる 

IJ方式 

 (b)の内容に準じる 

(d) スキャナ 

読取りユニット 

② 製品本体の組立、検査および梱包プロセス 

③ サイト間輸送プロセス 

 

8-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

① 部品の加工プロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「水」 

「燃料」 

「電力」 

部品の加工プロセスへの投入量 

一次 

「水」 

「燃料」 

「電力」 

製造と供給および使

用原単位 

「廃水」 

※2 

 

② 製品本体の組立、検査および梱包プロセス 

活動量の項目名 活動量 活動量に乗じる 
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の区分 原単位の項目名 

「水」 

「燃料」 

「電力」 

製品生産プロセスへの投入量 

一次 

「水」 

「燃料」 

「電力」 

製造と供給および使

用原単位 

「廃水」 

※2 

 

③ サイト間輸送プロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「輸送物」 

各サイト間の輸送量（または燃料使用

量） 

※1 
「各輸送手段」 

輸送原単位 

 

※1 次の項目を一次データとして収集する。 

[燃料法の場合] 

・輸送手段ごとの「燃料使用量」 

[燃費法の場合] 

・輸送手段ごとの「燃費」 

・輸送手段ごとの「輸送距離」 

[トンキロ法の場合] 

・輸送手段ごとの「輸送重量」 

 

※2 廃棄物等および廃水に関するデータ収集項目 

 

【配分のために収集する一次データ収集項目】 

・「本体」の生産量、工数、生産額など 

・「共製品」の生産量、工数、生産額など 

 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「廃棄物等」 

「廃水」 

処理方法ごとの排出量 

一次 

または 

シナリオ 

「各処理方法」 

処理原単位 

「廃棄物等」 

各処理施設への輸送量（または燃料使

用量） 

※1 
「各輸送手段」 

輸送原単位 

「廃棄物等のうちの化石資源由来成分」 

焼却処理の量 

一次 

または 

シナリオ 

「各化石資源由来

成分」 

燃焼原単位 

「廃棄物等のうち生分解性の有機物成

分」 

埋立処理の量 

一次 

または 

シナリオ 

「各有機物成分」 

嫌気性分解原単位 

8-3 一次データの収集方法

および収集条件 

【複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）に関する規定】 

・感光体 

① 素管の加工 

・自社で収集した一次データを使用する（自社でデータが収集可能な場
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合）。 

・自社でデータ収集不可能な場合は、二次データを使用してもよい。 

 

② 素管加工以降、塗布までの加工 

   自社で収集した一次データを使用する。 

 

・トナー、キャリア 

   自社で収集した一次データを使用する。 

 

上記の素材はMSDSの材料レベルまで遡る。 

 

【プリンタおよび複合機（IJ 方式、ラージフォーマットプリンタ含む）に関する規

定】 

・インク 

 加工は、自社で収集した加工エネルギーのデータを使用する。 

 

【ファクシミリに関する規定】 

・感熱方式 

 感熱紙は、感熱処理加工エネルギーのデータを収集する。 

・EP方式 

 ・感光体 

① 素管の加工は、 

・自社で収集した一次データを使用する（自社でデータが収集可能な場

合）。 

・自社でデータ収集不可能な場合は、二次データを使用してもよい。 

② 素管以降、塗布までの加工 

自社でデータ収集した一次データを使用する。 

 ・トナー、キャリア 

   自社で収集した一次データを使用する。 

 

・IJ方式 

 ・プリントヘッド、インク 

   自社で収集した一次データを使用する。 

  

【スキャナに関する規定】 

CIS を購入し、その製品負荷データの収集が困難な場合には、データ収集対象

外としてもよい。 

 

8-4 シナリオ 特に規定しない。 

8-5 その他 【カットオフ対象】 

・「副資材」の製造、輸送プロセスおよび「製品」の保管プロセスはライフサイクル

全体の CO2排出量に対する寄与が小さいため、データ収集対象外とする。 

・生産段階での部品廃棄物はほぼゼロである事が分かっており、ライフサイクル

全体のCO2排出量に対する寄与が小さいと推測されるため、部品の加工プロセ

ス、製品の組立、検査および梱包プロセスにおける廃棄物等はデータ収集対

象外とする。 

 

9 流通段階に適用する項目 

9-1 データ収集範囲に含ま

れるプロセス 

① 「製品」の輸送プロセス 
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9-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

①「製品」の輸送プロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「製品」 

輸送量（または燃料使用量） 
※1 

「輸送手段」 

輸送原単位 

「廃棄物等」 

※2 

 

※1 輸送量（または燃料使用量）については、（8-2）に準ずる。 

※2 廃棄物等については、（8-2）に準ずる。 

 

9-3 一次データの収集方法

および収集条件 

特に規定しない。 

9-4 シナリオ 特に規定しない。 

 

9-5 その他 【カットオフ対象】 

・製品輸送時の倉庫管理プロセスおよび販売プロセスについては、製品が常温

で保管および販売され、空調等を使用しないことから、ライフサイクル全体の

CO2排出量に対する寄与が小さいと推測されるため、データ収集対象外とする。 

 

10 使用・維持管理段階に適用する項目 

10-1 データ収集範囲に含ま

れるプロセス 

① 使用・維持管理プロセス 

 

10-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

① 使用・保守プロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「電力」 

想定使用期間における投入量 

一次 

または 

シナリオ 

「電力」 

製造と供給および

使用原単位 

「消耗品」 

「定期交換部品」 

想定使用期間における投入量 

一次 

または 

シナリオ 

「各部品および素

材」 

製造原単位 

「水」 

「燃料」 

「電力」 

消耗品、定期交換部品の加工プロセス

への投入量 

一次 

※3 

「水」 

「燃料」 

「電力」 

製造と供給および

使用原単位 

「消耗品」 

「定期交換部品」 

生産サイトから使用者までの輸送量（ま

たは燃料使用量） 

※1 
「輸送手段」 

輸送原単位 

「廃棄物等（包装材、消耗品、定期交換部品）」 

※2  

 

※1 輸送量（または燃料使用量）については、（8-2）に準ずる。 
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※2 廃棄物等については、（8-2）に準ずる。 

※3一次データ収集対象は（8-1） ①に準ずる。 

 

10-3 一次データの収集方法

および収集条件 

特に規定なし 

10-4 シナリオ 【使用・維持管理段階の負荷算定に用いるシナリオに関する規定】 

① 複写機、プリンタおよび複合機（EP方式） 

(a) 稼働条件 

・TEC測定条件 

※TEC 測定条件が規定されていない製品に対しては、同様の算定

条件を独自に設定する。 

・想定使用期間は 5年間とする。 

(b) 生涯消費電力 

生涯消費電力[kWh]＝TEC[kWh/週]×4週×12 ヶ月×5年間 

(c) 印字率は次の通りとする 

・モノクロ：K印字率 5 % 

・カラー：YMCKそれぞれ印字率 5 % 

・あるいは ISO/IEC 19798 で規定された標準データ 

(d) 消耗品、定期交換部品の生涯使用個数 

・設計時の計画または実績値に基づく使用個数で、小数値は切り上げ

ない。 

・カラー印刷とモノクロ印刷の比は１：１とする。 

 

② プリンタおよび複合機（IJ方式） 

(a) プリントする絵柄 

ISO/IEC 24712 

(b) 印刷モード 

普通紙のデフォルトモード（ISO/IEC 24711） 

(c) 稼働条件 

・1日 10枚の印刷、8時間/日、20日/月、12 ヶ月/年の稼働とする。 

※ISO/IEC 24712に規定された画像は 5種類のため、1日あたり 2セ

ット印刷する。 

・想定使用期間は 3年間とする。 

(d) スタンバイ消費電力測定 

測定電源プラグがコンセントに接続された状態のスタンバイ消費電力

条件は、各社で設定する（ハード／ソフト SWOFF 状態、プラグ接続時

間）。 

(e) 消耗品の生涯使用個数 

設計時の計画または実績値に基づく使用個数で、小数値は切り上げ

ない。 

 

③ ラージフォーマットプリンタ 

(a) プリントする絵柄 

・カラーとし、ISO JIS-SCID No.5（自転車）とする。 

・その大判プリンタで印刷可能な最大サイズの画像で印刷する。 

(b) 印刷モード 

普通紙のデフォルトモードとする。ただし、普通紙の設定がない場合

は、各社が適切な用紙を選択する（デフォルトモードで印刷）。 

(c) 稼働条件 

・1日 5枚の印刷、1日 8時間、20日/月の稼働とする。 
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・想定使用期間は 3年間とする。 

・未使用時は一次側の電源供給を OFF とする。 

(d) 消耗品の生涯使用個数 

設計時の計画または実績値に基づく使用個数で、小数値は切り上げ

ない。 

 

④ ファクシミリ 

(a) 原稿 

A4チャートで業界通称 ITU-T No.1チャートまたは黒率 3 %以上の原

稿とする。 

(b) 稼働条件 

パーソナル用機種 

・送信 15 枚/月、受信 15 枚/月とする。使用時以外は 24 時間通電

待機しているものとする。 

・1年 365日とし、想定使用期間は 5年間とする。 

ビジネス用機種 

・送信 5 枚/時、受信 5 枚/時、1 日 8 時間、1 ヶ月 20 日稼働。使用

時以外は 24時間通電待機しているものとする。 

・1年 365日とし、想定使用期間は 5年間とする。 

(c) 消耗品の生涯使用個数 

設計時の計画または実績値に基づく使用個数で、小数値は切り上げ

ない。 

 

⑤ スキャナ 

(a) 稼働条件 

1. フラットベットスキャナの場合 

(ア) 原稿を移動させる機構非装備 

・1日連続で 10原稿×2 スキャン（プレスキャン＋本スキャン）とする。 

・1 ヶ月で 4日、年間 48日使用とする。 

(イ) 原稿を移動させる機構装備 

・1日連続で 50原稿×1 スキャン（本スキャン）とする。 

・1 ヶ月で 20日、年間 240日使用とする。 

(ア)、(イ)共通事項 

・原稿は A4サイズ縦置き、解像度は 300 dpi、カラーで読み取る。 

・1日の使用時間は 8時間とする。 

・想定使用期間は 5年間とする。 

・使用時間以外は通電されていないこととする（コンセント等電源を抜

く）。 

・待機状態から省電力状態への移行時間は工場出荷状態値とする。 

・標準低電圧 DC 電源によって給電される製品の測定は、「エネルギ

ースター適合画像機器の動作モード試験法」の 2005年 8月 31日発

行「ENERGY STAR＠認定画像処理機器試験手順最終草案」に従

う。 

 

2. シートフェッドスキャナの場合 

・シートフェッドスキャナの場合は、読取り枚数、省電力状態移行回数

は申請機種を下表のカテゴリに分類し、その条件を使用する。 

 

カテゴリー 低速 1 低速 2 中速 1 中速 高速 

読取り速度 0~25 25～40 40～60 60～90 90～ 
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（X ppm超～

Y ppm以下） 

枚数/日 500 4,000 8,000 12,000 20,000 

省電力状態

移行回数 

回/日 

25 15 10 5 5 

読取り作業

回数 

20枚×25

回 

267枚×15

回 

800枚×10

回 

2,400枚×

5回 

4,000枚×

5回 

 

・1日の使用時間は 8時間とする。 

・年間 240日使用とする。 

・想定使用期間は 5年間とする。 

・使用時間以外は通電されていないこととする（外部電源はコンセント

を抜いた状態）。 

・A4 サイズ縦置き、解像度 200 dpi、モノクロ 2 値、片面モードで読取

る。 

・待機状態から省電力状態への移行時間は工場出荷状態値とする。 

・読取りと直接関係ない機能は動作させず、標準状態での動作とする。 

 

(b) 定期交換部品、消耗品の使用個数 

設計時の計画または実績値に基づく使用個数で、小数値は切り上げ

ない。 

 

使用・維持管理段階の負荷算定は上記のシナリオを基本とするが、この

CFP-PCR が対象とする“画像入出力機器”では、ユーザーが実際に使用する条

件（実使用条件）は多岐にわたっており、単一の使用シナリオに基づく算定結果

では実使用条件を反映できない場合がある。そこで、製品性能などに応じて稼

働条件、印刷モード、生涯稼働時間、生涯印刷枚数などを独自に設定して実使

用条件に合わせた負荷算定をおこなってもよい。計算式による算定も可とする。

次に例を記す。 

 

・生涯消費電力 

・複写機、プリンタおよび複合機（EP方式） 

以下の計算式で算定できる。 

生涯消費電力[kWh]＝TEC[kWh/週]×生涯印刷画像数[枚]÷TEC 測定

条件における 1週間の印刷画像数[枚/週] 

・プリンタおよび複合機（IJ方式） 

以下の計算式で算定できる。 

生涯消費電力[kWh]＝1 日あたりの消費電力[kWh/日]÷1 日あたりの印

刷画像数[枚/日]×生涯印刷画像数[枚] 

 

・両面印刷機能や 2in1 印刷機能といったページ集約機能を用いた場合の用紙

使用量や印刷画像数は、上記の生涯印刷枚数を用いて、次の計算式で算定で

きる。 

・両面印刷機能： 

・生涯用紙使用量[枚]＝生涯印刷画像数 [枚]×(0.5×両面印刷割合[%]＋

(1－両面印刷割合[%])) 

※小数点以下を切り上げて整数とする。 

・2in1印刷機能： 

・生涯印刷画像数 [枚]＝生涯印刷画像数 [枚]×(0.5×2in1 印刷割合[%]
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＋(1－2in1印刷割合[%])) 

・生涯用紙使用量[枚]＝生涯印刷画像数 [枚] 

※小数点以下を切り上げて整数とする。 

 

10-5 その他 特に規定しない。 

 

11 廃棄・リサイクル段階に適用する項目 

11-1 データ収集範囲に含ま

れるプロセス 

① 「使用済み製品」の廃棄・リサイクルプロセス 

 

11-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

①「使用済み製品」の廃棄・リサイクルプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「使用済み製品」 

処理方法ごとの排出量 

一次 

または 

シナリオ 

「各処理方法」 

原単位 

「使用済み製品」 

各処理施設への輸送量（または燃料

使用量） 

※1 
「各輸送手段」 

原単位 

「使用済み製品のうち化石資源由来

成分」 

焼却処理の量 

一次 

または 

シナリオ 

「各化石資源由来成

分焼却」 

原単位 

 

※1 輸送量（または燃料使用量）については、（8-2）に準ずる。 

 

11-3 一次データの収集方法

および収集条件 

特に規定しない。 

11-4 シナリオ 【廃棄物等の処理方法に関する規定】 

① 複写機、プリンタおよび複合機（EP方式） 

使用済み製品の廃棄・リサイクルについては、下記のルートを設定する。 

・回収ルート 

使用済み製品は産業廃棄物（事業者責任）として廃棄処理、またはリユース、

リサイクルされる。輸送を含むシナリオを設定する。 

 ・リユースシナリオ 

 ・リサイクルシナリオ 

  材料別のリサイクル率を設定する 

 ・産業廃棄物処理シナリオ（リユース、またはリサイクルされない場合） 

 

・非回収ルート 

使用済み製品は一般廃棄物（市町村責任）として廃棄処理される。処理方法

については、（6-7）に準ずる。 

 

・リサイクル、リユース可能性の判定基準 

判定基準は個別に定める。 

 

・製品回収率（消耗品や定期交換部品の“部品回収率”も同一とする） 

製品回収率は 40 %とする。または、実績値でも良い。 

 

・製品のリユースの場合 



  

 
－13－ 

設計値に基づき、使用期間を過ぎてリユースする回数N1を設定する。N1は整

数とする。負荷の計算は上記 N1を使って 

製品リユースの控除量＝設計時点で計画したリユース可能量×製品回収率

×リユース控除率 N1/(N1+1) 

 

・消耗品や定期交換部品のリユースの場合 

対象品の寿命の中でのリユース回数をN2、使用期間における使用個数を nと

する。負荷の計算は上記 N2および n を使って、 

部品負荷＝部品 1個の製造までの負荷×使用期間での使用個数 n 

部品リユースの控除量＝各社の設計時点で計画したリユース可能量×部品

回収率×リユース控除率 N2/(N2+1)×使用期間における使用個数 n 

 

② プリンタおよび複合機（IJ方式、ラージフォーマットプリンタ含む） 

使用済み製品の廃棄・リサイクルについては、下記のルートを設定する。 

・回収ルート 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・非回収ルート 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・リサイクル、リユース可能性の判定基準 

判定基準は個別に定める。 

 

・製品回収率（消耗品や定期交換部品の“部品回収率”も同一とする） 

製品回収率は 1 %とする。または、実績値でも良い。 

 

・製品のリユースの場合 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・消耗品や定期交換部品のリユースの場合 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

③ ファクシミリ 

使用済み製品の廃棄・リサイクルについては、下記のルートを設定する。 

・回収ルート 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・非回収ルート 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・リサイクル、リユース可能性の判定基準 

判定基準は個別に定める。 

 

・製品回収率（消耗品や定期交換部品の“部品回収率”も同一とする） 

パーソナル用機種は、製品回収率を 1 %とし、ビジネス用機種は、製品回収

率を 40 %とする。または、実績値でも良い。 

 

・製品のリユースの場合 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 
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・消耗品や定期交換部品のリユースの場合 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

④ スキャナ 

使用済み製品の廃棄・リサイクルについては、下記のルートを設定する。 

・回収ルート 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・非回収ルート 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・リサイクル、リユース可能性の判定基準 

判定基準は個別に定める。 

 

・製品回収率（消耗品や定期交換部品の“部品回収率”も同一とする） 

実績値を採用する。 

 

・製品のリユースの場合 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

・消耗品や定期交換部品のリユースの場合 

①複写機、プリンタおよび複合機（EP方式）の内容に準ずる。 

 

11-5 その他 特に規定しない。 

 

12 CFP宣言方法 

12-1 追加情報 【必須表示内容の規定】 

次の項目は表示をしなければならない。 

・紙の負荷計上の有無 

・製品の仕向け先 

・使用・維持管理段階の算定方法（シナリオ） 

ただし、数値を表示しない場合は適用しない。 

 

12-2 登録情報 【必須表示内容の規定】 

次の項目は表示をしなければならない。 

・流通段階の算定方法（シナリオ） 

・使用・維持管理段階の算定方法（シナリオ） 

 

12-3 その他 特に規定しない。 
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附属書 A：ライフサイクルフロー図（規定） 

 

システム境界

①原材料調達段階 ②生産段階 ③流通段階
④使用・維持管理

段階
⑤廃棄・リサイクル

段階

部品の製造

部品

部品の輸送

包装材、付
属品の製造

包装材、付
属品

包装材、付
属品の輸送

製品の組立・
検査

製品の梱包

製品の保管

副資材の

製造

副資材

副資材の

輸送

製品

製品の輸送

集合
包装

輸送

処理

設置

使用・維持
管理

消耗品、定

期交換部品
の製造

消耗品、

定期交換
部品

消耗品、定
期交換部品
の輸送

個別包装、使用

済み消耗品、定
期交換部品

輸送

処理

本体等の
回収

本体等の
輸送

焼却、埋立

判定

リユース
部品

使用

済み
製品

部品の加工

修理、検
査、洗浄
等

リサイク
ル部品

破砕、選
別、再生
等

焼却、埋
立

【回収ルート】

【非回収ルート】

産業
廃棄物

一般

廃棄物

廃棄
物等

輸送

処理

廃水

処理

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】 

算定の対象プロセス 
算定の対象物 

算定の対象外 
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附属書B：輸送シナリオ（規定） 

一次データが得られない場合の輸送シナリオを次に示す。 

 

B1. 輸送距離 

・ 市内もしくは近隣市間に閉じることが確実な輸送の場合：50 km 

・ 県内に閉じることが確実な輸送の場合：100 km 

・ 県間輸送の可能性がある輸送の場合：500 km 

・ 特定地域に限定されない場合（国内）：1,000 km 

・ 海外における陸送距離：500 km 

・ 港→港：港間の航行距離 

 

B2. 輸送手段および積載率 

ライフサイクル段階 設定シナリオ 

原材料調達段階、 

原材料調達輸送 

輸送が陸運のみの場合 

 

＜輸送手段＞ 10 トントラック 

＜積 載 率＞ 62 % 

輸送に海運が伴う場合 

（輸入先国内輸送、生産サイト→港） 

＜輸送手段＞ 10 トントラック 

＜積 載 率＞ 62 % 

輸送に海運が伴う場合 

（国際間輸送、港→港） 

＜輸送手段＞ コンテナ船（＜4,000 TEU） 

輸送に海運が伴う場合 

（国内輸送、港→納入先） 

＜輸送手段＞ 10 トントラック 

＜積 載 率＞ 62 % 

生産段階 

サイト間輸送 

副資材調達輸送 

廃棄物輸送 

サイト間輸送 ＜輸送手段＞ 2 トントラック 

＜積 載 率＞ 58 % 

副資材調達輸送 原材料調達段階と同じ 

廃棄物輸送 

（生産サイト→処理施設） 

＜輸送手段＞ 2 トントラック 

＜積 載 率＞ 58 % 

流通段階 

製品輸送 

廃棄物輸送 

生産地が海外の場合 

（生産サイト→生産国の港） 

＜輸送手段＞ 10 トントラック 

＜積 載 率＞ 62% 

生産地が海外の場合 

（生産国の港→国内の港） 

＜輸送手段＞ コンテナ船（＜4,000 TEU） 

生産地が海外の場合 

（国内の港→店舗等） 

＜輸送手段＞ 10 トントラック 

＜積 載 率＞ 62 % 

生産地が国内の場合 

（生産サイト→店舗等） 

＜輸送手段＞ 10 トントラック 

＜積 載 率＞ 62 % 

廃棄物輸送 

（店舗等→処理施設） 

＜輸送手段＞ 2 トントラック 

＜積 載 率＞ 58 % 

廃棄・リサイクル段階 廃棄物輸送 

（ごみ集積所→処理施設） 

＜輸送手段＞ 2 トントラック 

＜積 載 率＞ 58% 

 

 

 


